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高浜市（以下「市」という。）は、新型ケアハウス整備・運営事業（以下「新型ケアハ

ウス整備等事業」という。）を民間資金等の活用による公共施設等の整備等の促進に関す

る法律（平成１１年法律第１１７号）（以下「ＰＦＩ法」という。）に基づき、実施しま

す。 

 

１．事業の内容 

（１）事業名 

  高浜市新型ケアハウス整備等事業 

 

（２）事業概要 

ア 事業目的 
  施設入所希望者の増加に伴う多様な介護基盤整備の一つとして、利用者のサービ
ス選択肢を拡大するため、ケアハウスの整備を、民間事業者の資金、経営能力等を活

用したＰＦＩ事業として実施します。 
新型ケアハウスは、全室個室でユニットケアを採用し、特別養護老人ホームと同様

の介護サービスが可能であり、個室のメリットを生かし他の入居者や家族との交流を

促進することにより状態の改善が図れるものと考えます｡また、地域に位置づけること

により、医療との連携をより密にすることも可能となり、要介護状態の方がケアハウ

スの居宅内で自立した日常生活を営むことができ、原則として要介護度１から入所で

きる施設です。したがって、新型ケアハウスは、比較的要介護度の低い方から利用で

きる地域での居住福祉型施設として位置づけ、多様な介護度に対応できる体制の整備

を図ります。 

 

イ 公共施設等の管理者等 

高浜市長 森 貞述 

 

ウ 担当部局 

高浜市 福祉部 長寿課 

〒４４４－１３３４ 愛知県高浜市春日町五丁目１６５番地 高浜市いきいき広場内 

電話：０５６６－５２－９８７１／ファクシミリ：０５６６－５２－７９１８ 

電子メールアドレス：chojyu@city.takahama.aichi.jp 

 

エ 用地の概要 

① 建設計画地 

高浜市湯山町五丁目７番地５ 

 

② 敷地面積 
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１２１８.４０㎡ 

 

③ 地域地区等 

・用途地域 第１種中高層住居専用地域  

・建ぺい率 ６０％ 

・容積率 ２００％ 

 

④ 土地の使用に関する事項 

・民間事業者は施設の建設中の期間において、当該計画地を無償で使用できます。 

 

⑤ 建物等の建設要件等 

・施設の配置計画、施設要件及び構造要件等の詳細については、５及び仕様書に規定し

ています。 

・なお、当該施設の建物の施工を請け負う建設業者については、下記資格要件を満たす

ことが必要です。 

ａ．地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４（一般競争入札の

参加者の資格）に該当しないものであること。 

ｂ．高浜市競争入札参加資格者名簿に登録している者で、指名停止期間中でない者で

あること。（グループの場合には、代表者が満たすことが必要である。） 

ｃ．建設業法第３条第１項の規定にもとづく、土木建築一式工事及び機械器具設置工

事につき特定建設業の許可を得ていること。 

 

オ 整備する施設の内容 

① 名  称 

（仮称） 高浜ケアハウス 

 

② 施設内容 

  新型ケアハウスは、介護保険法に基づく「特定施設入所者生活介護」の指定を受け

た施設で、原則として、要介護１及び要介護２の認定を受けた高浜市民を入居対象と

します。 

 

（３）事業の概要 

ア 事業の範囲 

・ 本事業は、ＰＦＩ法に基づき、新たに新型ケアハウスを建設し、運営及び維持管理業務

を遂行することを事業の範囲とする。 

・ 具体的な事業範囲は下記の業務を含むものとする。 

① 建設及びその関連業務 

・工事監理 
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・施設の設計及びその関連業務 

・施設の土木・建築工事及びその関連業務 

・施設の機械・電気・給排水設備工事及びその関連業務 

②  運営・維持管理業務 

・施設を賃貸借してのケアハウス事業の運営 

 

イ 事業期間 

・整備期間：契約締結の日の翌日から賃貸借開始の日の前日まで 

・運営期間：賃貸借開始の日から２０年を経過する日まで 

 
２．日程 

・募集及び選定のスケジュールは下記のとおり設定します。 

平成１４年 ８月２６日 募集要項の配布 

平成１４年 ８月３０日 公募の説明会 

平成１４年 ９月 ２日 

～ 

平成１４年 ９月 ３日 

平成１４年 ９月１３日 

～ 

平成１４年 ９月１７日 

平成１４年 ９月２４日 

 

公募に関する質問の受付 

 

 

応募事業者からの参加表明 

 

資格審査決定 

平成１４年１０月３０日 プロポーザルの提出期限 

平成１４年１２月 民間事業者の決定 

平成１５年 ５月 民間事業者と契約締結 

  

 

３．応募の手続等 

（１）募集要項の配布 

① 期日    平成１４年 ８月２６日（月）～ （土、日曜日及び祝日を除く） 

② 時間    午前９時から午後５時まで 

③ 場所 １（２）ウ に示す担当部局及び高浜市公式ホームページに掲載 

 

（２）公募の説明会 

① 期日    平成１４年 ８月３０日（金） 

② 時間 午前１０時から 

③ 場所   いきいき広場 ホール 

（高浜市春日町五丁目１６５番地） 

※ 出席者を把握するため、出席を予定される方は、８月２９日までに出席連絡票
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をＦＡＸにて、提出してください。 

なお、会場の都合上、１社２名までの出席でお願いします｡ 

ＦＡＸ番号 ０５６６－５２－７９１８ 

※ 当日は、募集要項及び契約書（案）をご持参ください。 

 

（３）資格審査申請書等の提出 

・ 事前資格審査への参加希望者は、４に掲げる応募資格を有することを証明するために、

次に従い、８（1）に規定する申請書及び各種資料（以下「資格審査申請書」とい

う。）を担当課に提出し、担当課から応募資格の有無について確認を受けてください。 

なお、提出期間内に資格審査申請書を提出しない者並びに参加資格がないと認められ

た者は、７ に記載する提案の審査に参加することができません。 

①提出日 平成１４年９月１３ 日（金）～平成１４年９月１７日（火） 

②時間 午前９時３０分から午後４時３０分まで 

③提出場所 １（２）ウ に示す担当部局 

④提出方法 申請書及び資料の提出は、提出期間内に提出場所へ郵送又は提出場所

へ持参することにより行うものとし、電送によるものは受け付けませ

ん。なお、郵送の場合は、上記の提出日内必着とします。 

 

（４）事前資格審査の結果通知 

・ 事前資格審査結果は、平成１４年９月２４日に応募者に文書にて通知します。 

・ 事前資格審査において応募資格を満たす旨の確認を受けた後、民間事業者の決定までの

間に、応募者を構成する民間企業等が４に掲げる資格を欠くことになった場合は、当該

民間企業等が所属する応募者は７に規定する提案の審査への参加資格を失います。 

・ また、民間事業者の決定後であっても、事業契約の締結に至るまでの間に、当該決定さ

れた民間事業者（以下「選定事業者」という。）が４に掲げる資格を欠くことになった

場合には、当該民間事業者は選定事業者たる資格を失います。 

 

（５）質問及び回答 

・この要項、契約書（案）に関する質問及び回答は、次により行います。 

 

ア 質問の方法 

・質問の内容を簡潔にまとめ、必ず質問書をＦＡＸ又は持参により提出してください。電

話、口頭等、これ以外の方法による質問は受け付けません。 

 

イ 質問の受付 

① 開始日時 平成１４年 ９月 ２日（月）午前９時から午後５時まで 

② 終了日時 平成１４年 ９月 ３日（火）    同上 

③ 受付場所 １（２）ウ に掲げる担当部局 
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ウ 回 答 

・回答は、９月 ９日（月）から、市ホームページにて搭載予定です。 

 

（６）建設計画地見学会 

・ 建設計画地見学会は次のとおり行います。 

・ 見学希望者は、８月２９日までに電話にて担当課に申し込みください。 

①日時 

平成１４年 ８月３０日（金）午後１時～３時 

随時見学可能 

②集合場所 

建設計画地 

③申込先 

ＴＥＬ ０５６６－５２－９８７１ 

※ 駐車スペースはありません。 

 

（７）応募提案書類の提出 

・応募する者は、次により応募提案書類を提出してください。 

① 日時   平成１４年１０月１日（火）から平成１４年１０月３０日(水) 

午前９時から午前１１時３０分まで及び午後１時から午後５時まで 

※ ただし、土・日、祝日は除く 

② 場所   １（２）ウ に掲げる担当部局 

③ 提出書類 「８ 提出書類（２）」のとおり 

④ 提出方法 応募提案書類の提出は、提出期間内に提出場所へ郵送又は提出場所へ持参

することにより行うものとし、電送によるものは受け付けません。なお、

郵送の場合は、上記期間内に必着とします。 

 

（８）審査の結果通知 

・審査の結果は、応募者に文書で通知します。 

 

（９）応募の概況等の公表 

・ 応募の概況、審査結果の概要、選定事業者及びこれに係る提案内容の概要等については、

適宜公表します。 

 

（１０）その他 

・担当部局が配布する質問回答書、その他の追加資料は、募集、審査、契約等の手続、条

件等に関し、この要項と一体のものとして扱います。 
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４．応募者の資格 

・プロポーザルに参加する民間事業者（以下、「応募者」という。）は、当事業を実施す

る単独企業等であって、以下の資格要件を全て満たすことが必要です。なお、同一応募

者が複数の提案を行うことは禁止します。 

 

ア 基本的な資格要件 

・民間企業（株式会社等）の場合には、直前期末の決算（連結決算で行っている場合には、

連結決算）において純資産及び税引前利益が次のとおりであること、又は、国内の証券

取引所（東京、大阪、名古屋、札幌、福岡）のうちいずれか（東京、大阪及び名古屋証

券取引所に上場している場合には、１部又は２部に限る。）に上場していること。 

（ア）純資産は、直前期末で３億円以上かつ連結決算の場合には許可申請を行った法人

単体で債務超過していないこと。 

（イ）税引前利益は、最近１年間において１億円以上であること。 

＊ 許可申請を行った民間企業に親会社（当該許可申請を行った民間企業の発行済み株式

総数の過半数を所有していること。）がある場合には、連結財務諸表に関する関係法

令に従って適正に財務計算に関する書類が作成されているときに限り、当該親会社に

おける連結決算が上記基準を満たしていることで足りる。 

・医療法人その他の非営利法人の場合には、それぞれの法人類型に対応して策定されてい

る会計基準に基づき適正に会計処理が行われていること又は外部監査を受けていること

若しくは青色申告法人と同等の記帳及び帳簿書類の保存が行われていること、及び１億

円以上に相当する資産（現金、預金、確実な有価証券又は不動産に限る。）を基本財産

として有していること。 

・下記の各法律の各規定による各申立てがなされていないものであること。 

①商法第３８１条の規定による整理開始の申立て若しくは通告 

②破産法第１３２条若しくは第１３３条の規定による破産の申立て 

③旧和議法第１２条の規定による和議開始の申立て 

④会社更生法第３０条の規定による更生手続開始の申立て 

⑤民事再生法第２１条の規定による再生手続開始の申立て 

 （現在、和議、更生、再生中の法人を含む） 

 

イ ケアハウスの運営に関する実績 

・応募者は、ケアハウス、痴呆性高齢者グループホーム、有料老人ホーム、介護老人保健

施設の運営など高齢者介護事業に関する実績を有するものであること。 

 

ウ その他の参加不適格者 

①本事業の業務に携わっている者（コンサルタント業務等） 

②事業者選定委員会の委員本人及び委員が属する企業及びその関係会社 
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５．提案にあたっての前提条件 

・提案にあたっての前提条件は以下の通り。 

 

（１）施設規模 

・施設規模は、定員３０名 

 

（２）買取価格 

・ 買取価格は、一億八千五百万円（税別）から二億四千万円（税別）とします。 

・ 所有権移転確認後、一括支払を予定しています。 

 

（３）事業方式 

・施設については、ＢＴＯ方式（Build, Transfer and Operate：民間事業者が施設を建

設し、竣工完了後、速やかに市に所有権を移転し、事業期間中、施設を市から賃借して

運営維持管理業務を遂行する方式）を事業手法として整備を行います。 

・ 新型ケアハウスの運営に係る費用については、介護報酬、利用者からの利用料、事業者

が事務費徴収額を減額した場合の「軽費老人ホーム事務費補助金」により、民間事業者

の独立採算とします。 

 

（４）新型ケアハウス利用料 

１ ケアハウス部分 

・ 生活費：食材料費、共用光熱水費等（１１月～３月は冬期加算あり） 

・ 事務費：職員人件費等 

・ 管理費：建物、土地の賃借料負担分 

・ 個室の光熱水費 

２ 特定施設入所者生活介護部分 

・ 介護保険自己負担分（上乗せ負担分としては、介護報酬の１０％を上限とする｡） 

・ その他費用：特別なサービスに要する費用 

※ 入居一時金は徴収しないものとします。 

 

（５）事業期間等 

・施設の整備期間は、９ヶ月以内とします。 

・施設の賃貸借期間は２０年間とします。 

・また、契約書には別途下記スケジュールを記載予定です。 

１ 協定書の締結           平成１５年５月 

２ 建設及びその関連事業期間     平成１５年６月～平成１６年３月 

３ 所有権移転・賃貸借開始時期 平成１６年４月１日 

４ 対価支払期限  所有権移転手続確認後３週間以内 
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５ 賃貸借期間 平成１６年４月１日～３６年３月３１日 

   （ＰＦＩ事業の期間）      （賃貸借期間終了後、３年ごと更新） 

 

（６）民間事業者の業務範囲 

・民間事業者が実施する主な業務は、次のとおりとします。 

① 事前業務 
・施設の各種申請業務、設置事前協議業務 

② 設計・施工業務 
・施設の設計及びその関連業務 

・施設の土木・建築工事及びその関連業務 

・施設の機械・電気・給排水設備工事及びその関連業務 

・工事監理 

③ 運営維持管理業務 
・施設を賃借してのケアハウス事業の運営 

④ その他の業務 

・市への施設所有権移転業務 

 

（７）市の業務範囲 

・市が実施する主な業務は、次の通りとします。 

 

ア 運営業務 

・施設の施行完了(性能確認済)以降、ＰＦＩ事業期間終了までの施設の所有、施設の賃貸 

 

イ 事業の実施状況の監視 

・市は、当事業の実施状況の監視を行います。 

① 設計時 

・民間事業者は、設計内容について、適宜市と打ち合わせを行い、設計完了時には市の

確認を受けてください。 

② 建設時 

・民間事業者は、市から工事施工、工事監理の状況について、適宜確認を受けることに

なります。 

・また、市が要請したときは、工事施工の事前説明及び事後報告、工事現場での施工状

況の確認を行ってください。 

③ 施工完了時 

・民間事業者は、施工記録を用意して、市の買取検査を受けてください。 

④ 施設供用開始後 

・民間事業者は、市に、定期的に業務の評価報告を行ってください。 
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ウ 費用の支払い 

・市は、契約の条項に従い、施設整備費用を支払います。 

・民間事業者が実施する施設の建設について、仕様書及び実施設計図書で定められた要求

水準を満たしていないことが判明した場合は、市は、民間事業者に対して修復勧告を行

い、修復策の提出・実施を求めます。また、修復に伴う工事の遅延等により発生した費

用について契約書の条項に従い、民間事業者が市に支払うものとします。 

 

エ 契約の解除 

・民間事業者が実施する施設の運営について、契約書で定められた事業評価報告が、民間

事業者と市とがあらかじめ協議した評価基準を満たしていない場合は、市は民間事業者

に対して改善勧告を行い、改善策の提出・実施を求めます。勧告を行っても改善がなさ

れない場合には、契約書に基づいて契約解除を行うことができます。なお、民間事業者

が改善勧告に従うことができない合理的な理由が認められる場合には、市は評価基準を

見直すことができるものとします。 

 

オ 事業期間終了後の措置 

・ＰＦＩ事業期間終了後の施設の賃貸については、民間事業者と市が協議を行うものとし、

賃貸の継続を行う場合には原則として以後３年ごとの自動更新とします。 

 

６．提案にあたっての要求仕様 

・提案の内容は、次の要求仕様を満たす必要があります。 

 

（１）提供するサービスの水準 

・民間事業者は、本件事業の実施における職員配置を３対１以上とする。 

・民間事業者は、仕様書に規定する、施設の機能（性能要件）を十分満たすことが可能な

設計・施工を行うこと 

・民間事業者は、ケアハウス事業の経営を行うにあたっては、契約書（案）の賃貸借契約

書別紙２「事業評価報告」の「Ⅰ 福祉サービス提供の基本方針」に規定する性能要件

を十分満たすこと 

 

（２）事業推進に対する要求条件 

・以下の通知及び基準を最低限満たしている必要があります。 

① 軽費老人ホームの設備及び運営について（昭和４７年社老第１７号社会局長通知） 

② 軽費老人ホームの設備及び運営について（昭和４７年社老第２４号社会局老人福祉課

長通知） 

③ 指定居宅サービス等の事業の人員、設備及び運営に関する基準（平成１１年厚生省令

第３７号） 
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（３）事業に必要とされる関連法令等の遵守 

・民間事業者は、新型ケアハウスの設計・施工、運営維持管理を行うにあたって、必要と

される以下の関係法令等を遵守してください。  

①老人福祉法 

②社会福祉法 

③介護保険法 

④都市計画法 

⑤建築基準法 

⑥その他関係法令等 

 

（４）建物の施工を請け負う建設業者に関する資格要件 

・当該施設の建物の施工を請け負う建設業者については、下記資格要件を満たすことが必

要です。 

ａ．地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４（一般競争入札の

参加者の資格）に該当しないものであること。 

ｂ．「平成１４・１５年度高浜市競争入札参加有資格者名簿（工事）」に登録してい

る者で、指名停止期間中でない者であること。 

ｃ．建設業法第３条第１項の規定にもとづく、土木建築一式工事及び機械器具設置工

事につき特定建設業の許可を得ていること。 

※ 民間事業者は、施工を請け負う建設業者名等を市に届け出て、確認を受けてく

ださい。 

 

７．提案の審査 

・応募者から提出された提案の審査は、透明性及び公平性を確保することを目的として設

置する事業者選定委員会において行います。 

・この事業の募集において応募者がいない場合又は審査の結果によりすべての提案が市の

本事業実施の目的を達成できないと判断した場合は、民間事業者の決定を行わず、特定

事業の選定を取り消すことがあります。 

 

（１）審査の基本的考え方 

・ ソフト面を７割、ハード面を３割の比率で審査を行います。 

ソフト面は、高齢者介護事業の実績、新型ケアハウスでの運営計画、職員配置計画等を

評価し、ハード面は、施設の価格、施設設計等の評価を行います。 

 

（２）審査の手順 

① 基礎審査 

・事前資格審査合格者のうち応募提案を行った者を対象として基礎審査として、具体的

には、６．（２）の最低限満たすべき要求水準及び６．（３）の事業に必要とされる
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関係法令等の遵守要件を満たしているかについての審査を行います。 

② 事業計画審査 

・資格審査合格者のうち応募提案を行った者を対象として、①の基礎審査と並行して、

以下の観点で事業計画審査を行います。 

ａ 提案趣旨説明書と基本設計書、事業計画提案書との内容が整合しているか 

ｂ 基本設計書で記載した内容と事業計画提案書とが整合しているか 

ｃ 事業計画提案書の諸元に現実性があるか 

ｄ 事業計画提案書の内容は財務的に健全な提案となっているか 

③ 審査基準に基づく審査 

・基礎審査及び事業計画審査に合格した応募提案を対象として、審査基準書に従って事

業者選定委員会により応募提案の審査を行います。 

 

８．提出書類 

（１）資格審査にあたって提出する書類は、次のとおりです。 

   正本１部 副本１部を提出してください｡ 

① 資格確認書 ［様式１］ 

② 資格審査書類一式 

ａ 定款（最新のもの） 

ｂ 会社概要（最新のもの） 

ｃ 印鑑証明書（平成１４年８月２６日以降に交付されたもの） 

ｄ 使用印鑑届（実印に代わる印鑑を契約等に使用する場合。様式は随意） 

ｅ 法人税納税証明書（地方税に係るものを含む。平成１４年８月２６日以降に交付さ

れたもの） 

ｆ 法人登記簿謄本（平成１４年８月２６日以降に交付されたもの） 

ｇ 貸借対照表（直近実績３年分） 

ｈ 損益計算書（直近実績３年分） 

ｉ 利益の処分又は損失の処理に関する議案（直近実績３年分） 

ｊ 基本的な資格要件を親会社で確認する場合は次の書類を併せて提出する｡ 

・ 持株率を確認できる書類 

・ 親会社の上記ａ～ｉの書類 

③ 高齢者介護事業運営実績届［様式２］ 

 

（２）応募提案書類は次のとおりです｡ 

   正本１部 副本４部を提出してください。 

① 提案書提出届［様式３］ 

② 既存事業概要届［様式４］ 

③ 提案趣旨説明書［様式自由］ 

④ 基本設計書［平面図・立面図・断面図・パース］ 
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⑤ 事業計画提案書［様式５］ 

⑥ 事業日程表［地盤調査、設計、建築確認申請等、運営許可申請、介護保険申請、

設置届等］［様式自由］ 

⑦ コスト一覧表［様式６］ 

⑧ 設計概要書［様式７］ 

⑨ 職員配置計画［様式８］ 

⑩ その他資料 

ａ 既存高齢者介護事業パンフレット 

ｂ 既存高齢者介護事業の入居者との契約書等 

 

（３）提出に当たっての留意点 

・ 提出書類は、原則Ａ４版とし、縦型ファイルに左綴じで応募者名を記入したファ

イルで提出してください。また、インデックスで、書類名を示してください。 

・ （２）応募提案書類は、④、⑩を除き、フロッピーディスクに記録（Microsoft 

Word を使用してください）し、提出してください。 

・ 応募提案書類においては、添付した表紙を除き、応募者が特定できるような名称、

ロゴマーク等の使用はしないでください。 

 

９．応募に当たっての留意点 

（１）費用の負担 

・応募に関し必要な費用は、応募者の負担となります。 

 

（２）提供した資料の取扱い 

・担当課が提供した資料等は、応募に係る検討以外の目的で使用することを禁じます。 

また、この検討の目的の範囲内であっても、担当課の承諾を得ることなく、第三者に対

しこれを使用させ、又は内容を提示することを禁じます。 

 

（３）提出書類の変更の禁止 

・応募に当たって提出した書類の提出期限後における差し替え及び再提出は認めません。 

 

（４）虚偽の記載をした場合 

・応募者が提出書類に虚偽の記載をした場合は、応募を無効とするとともに、虚偽の記載

をした者について、所要の措置を講じることがあります。 

 

（５）提出書類の取扱い 

・提出された書類は、返却しません。提出された書類は、本事業者選定の実施に関する報

告等のため必要な場合を除き、応募者の許可を得なければ公表しません。 
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（６）著作権 

・民間事業者は決定までの間、応募提案書類の著作権は応募者に帰属します。ただし、市

は、本事業者選定実施に関する報告等のため、必要な場合には応募提案書類の内容を無

償で使用できるものとします。 

・ 民間事業者の決定後、選定された応募提案書類の著作権は市に帰属し、選定されなかっ

た応募提案書類の著作権は応募者に帰属するものとします｡ 

 

 

 



新型ケアハウス仕様 

 

構造 鉄筋コンクリート 

 

外部仕上 外壁  吹付けタイル一部タイル貼 

     建具  アルミサッシ及びスチールドア 

 

主要室内部仕上 

 床 巾木 壁 天井 備考 

居室 長尺塩ﾋﾞｼｰﾄ ｿﾌﾄ巾木 ﾋﾞﾆﾙｸﾛｽ貼（量産品） ﾋﾞﾆﾙｸﾛｽ貼（量産品） 手洗 

各居室内ﾄｲﾚ 長尺塩ﾋﾞｼｰﾄ ｿﾌﾄ巾木 ﾋﾞﾆﾙｸﾛｽ貼（量産品） ﾋﾞﾆﾙｸﾛｽ貼（量産品） 手摺 

共同浴室 磁器ﾀｲﾙ － 磁器ﾀｲﾙ 樹脂ﾊﾟﾈﾙ板 手摺 

脱衣室 長尺塩ﾋﾞｼｰﾄ ｿﾌﾄ巾木 ﾋﾞﾆﾙｸﾛｽ貼（量産品） ﾋﾞﾆﾙｸﾛｽ貼（量産品） 脱衣箱､手摺 

医務室(健康管理室) 長尺塩ﾋﾞｼｰﾄ ｿﾌﾄ巾木 ﾋﾞﾆﾙｸﾛｽ貼（量産品） 化粧石膏ﾎﾞｰﾄﾞ 流し・ベッド 

調理室（厨房） ｺﾝｸﾘｰﾄ塗床 床材塗上げ 磁器ﾀｲﾙ ｹｲｶﾙ板  

厨房食品庫 ｺﾝｸﾘｰﾄ塗床 床材塗上げ 磁器ﾀｲﾙ ｹｲｶﾙ板  

厨房控室 長尺塩ﾋﾞｼｰﾄ ｿﾌﾄ巾木 ﾋﾞﾆﾙｸﾛｽ貼（量産品） 化粧石膏ﾎﾞｰﾄﾞ  

洗濯室／汚物処理室 長尺塩ﾋﾞｼｰﾄ ｿﾌﾄ巾木 ﾋﾞﾆﾙｸﾛｽ貼（量産品） 

一部吹付けﾀｲﾙ 

化粧石膏ﾎﾞｰﾄﾞ  

便所／洗面所 長尺塩ﾋﾞｼｰﾄ ｿﾌﾄ巾木 ﾋﾞﾆﾙｸﾛｽ貼（量産品） 化粧石膏ﾎﾞｰﾄﾞ 手摺 

食堂／談話室／機能訓練室 長尺塩ﾋﾞｼｰﾄ ｿﾌﾄ巾木 ﾋﾞﾆﾙｸﾛｽ貼（量産品） ﾋﾞﾆﾙｸﾛｽ貼（量産品） 手洗 

事務室 長尺塩ﾋﾞｼｰﾄ ｿﾌﾄ巾木 ﾋﾞﾆﾙｸﾛｽ貼（量産品） 化粧石膏ﾎﾞｰﾄﾞ 流し・ガスコンロ 

相談室 長尺塩ﾋﾞｼｰﾄ ｿﾌﾄ巾木 ﾋﾞﾆﾙｸﾛｽ貼（量産品） ﾋﾞﾆﾙｸﾛｽ貼（量産品）  

スタッフ控室／宿直室 長尺塩ﾋﾞｼｰﾄ ｿﾌﾄ巾木 ﾋﾞﾆﾙｸﾛｽ貼（量産品） 化粧石膏ﾎﾞｰﾄﾞ  

廊下 長尺塩ﾋﾞｼｰﾄ ｿﾌﾄ巾木 ﾋﾞﾆﾙｸﾛｽ貼（量産品） ﾋﾞﾆﾙｸﾛｽ貼（量産品） 手摺 

内部階段 長尺塩ﾋﾞｼｰﾄ ｿﾌﾄ巾木 吹付けﾀｲﾙ ｹｲｶﾙ板 手摺 

玄関／下足室 長尺塩ﾋﾞｼｰﾄ ｿﾌﾄ巾木 ﾋﾞﾆﾙｸﾛｽ貼（量産品） ﾋﾞﾆﾙｸﾛｽ貼（量産品） 手摺､下足入 

 

附帯設備等 

・ 衛生設備 

・ 電気設備 

・ 避難設備 

・ 電気温水器(居室) 

・ ベット(居室) 

・ 収納クローゼット(居室) 

・ 昇降機設備(５人乗り寝台対応型ＥＬＶ１基／小荷物

運搬用リフト1基) 

・ 特別浴槽用機械装置、浴室リフト／個人浴槽 

(入居者の要介護状態に応じた仕様) 

・ 空調換気設備 

・ 消防設備（ｽﾌﾟﾘﾝｸﾗｰ、自火報、煙感知機、非常照明、

誘導灯等必要となる設備） 

・ 給排水設備 

・ ガス瞬間湯沸器 

・ ナースコール(居室、便所、浴室等) 

・ 厨房設備 

・ 洗濯設備 

・ 暖房・洗浄便座(居室便所、共用便所) 

・ 駐車場 

・ 電波障害対策  ・乗入承認工事 

外構、その他(サイン計画、館銘板) 

 

※仕上内容は最小限の仕様であり、グレードの高い仕様の変更は可能である。なお、いわゆる施設らし

くないユニットケアにふさわしい家庭的な雰囲気を出すことが重要。 

※環境保全にも積極的に取り組むこと。 



 

公募説明会出席連絡票 
ＦＡＸ送信先 高浜市 福祉部 長寿課 ＰＦＩ担当 
ＦＡＸ番号 ０５６６－５２－７９１８ 

 
法人名  

法人種別  

法人代表者名  

法人所在地  

運営事業  

担当部署名  

公募説明会出席者名  

連絡先 電話番号  

    ＦＡＸ番号  

    メールアドレス  

 



 

募集要項等に対する質問書 
 高浜市新型ケアハウス整備事業 募集要項及び契約書案について、次のとおり質問書を提出します。 
法人名  

所在地  

担当部署名  

担当者名  
 

連絡先 電話番号  

    ＦＡＸ番号  

    メールアドレス  

質問事項（タイトル）  

要項等での対応部分 文書名・ページ 
該当個所：    行目～    行目 

質問内容  

※ 質問事項は、１問につき本様式を１枚使用し、簡潔にまとめてください。 
 



様式１ 
 

平成  年  月  日 
 
高 浜 市 長  あ て 
 

法人名                  
 

代表者名                印 

 
所在地                  

 
 

高浜市新型ケアハウス整備等事業 

資 格 確 認 書 
 
 
「高浜市新型ケアハウス整備等事業」の応募者資格要件確認にあたっての書類を、下記のとおり 
提出いたします。 
 
 

記 
 
 

１ 基本資格確認資料（要項８（１）②に掲げる資料一式） 
 

２ 高齢者介護事業運営実績届（様式２） 
 



様式２ 
 
 

高 齢 者 介 護 事 業 運 営 実 績 届 
 
 

法人名：              
 
 

高齢者介護事業 事業所 名称 事業所 所在地 介護保険指定事業者番号 
    

    

    

    

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



様式３ 
 

平成  年  月  日 
 
高 浜 市 長  あ て 
 

法人名                  
 

代表者名                印 
 
所在地                  

 
 
 

高浜市新型ケアハウス整備等事業提案書提出届 
 
 

高浜市新型ケアハウス整備等事業に参加したいので、下記の書類を添えて応募します。 
  
 

記 
 
 

１ 応募提案書類一式（要項８（２）に掲げる書類一式） 
 
 
 
 
 



様式４ 
 
 

既 存 高 齢 者 事 業 概 要 届 
 
 

法人名：              
 
 

高齢者介護事業 事業所名 定員 
利用者の平均介護度 

及び痴呆割合 

職員配置状況 

職種・常勤・非常勤別人数 
事業の特色等自由記載 

      

      

 
 
 



様式５ 
 
 

事 業 計 画 提 案 書 
 

法人名           
 
 

 
新型ケアハウスの事業計画を、次のとおり提案します。 

 
 

運営方針 

入居者の介護度別の割合 

入居者の１日の生活の流れを具体的に（機能訓練やレクリエーション等を含む） 

寝たきり防止策について 

身体拘束について 

食事について（調理の工夫、食事提供時の工夫等） 

入浴方法について（週当たりの入浴回数、入浴介助等について） 

痴呆のある入居者のケアについて 

感染症対策について 

医療機関と連携について 

施設長の確保策 

介護職員・看護職員の確保策 

計画作成担当者の確保策 

ユニットケアについて（方針や考え方及び設計での工夫点） 
 



様式６ 
 

コ ス ト 一 覧 表 
 
 
１ 施設の売却額                         円（税別） 
 
 
２ 入所者の費用負担（月額） 

 項目 介護度１ 介護度２ 

管理費  

生活費  

事務費 円  ～        円 

介護保険 
自己負担分 

   

介護費上乗せ負担分 
(介護報酬の１０％以
内） 

   

   

   

   

   

   

   

   

その他費用 

   

合      計 
 円 

     ～   
円 

          円 
 ～   

          円 
 



様式７ 
 

設 計 概 要 書 
 
１ 延床面積          ㎡ 
 
２ 入所者一人当たり施設面積（延床面積÷定員）          ㎡ 
 
３ 定員            人 
 
４ 居室数           室   （うち夫婦部屋       室） 
 
５ 居室面積 

  個室            ㎡ 
 
  夫婦部屋          ㎡ 
 
６ 施設構造等 

                造 
 
  地上     階   地下     階 
 
  建物高さ          ｍ 
 
 
 



様式８ 

 

職 員 配 置 計 画 

職 種  人 数 入所者一人 
当たり人数 兼務の職種 資格等 

施設長 常 勤 
１人 －   

常 勤 
人 －   

医師 
非常勤 

人 －   

常 勤 
人 

  
生活相談員 

非常勤 
人 

人   

常 勤 
人 

  
介護職員 

非常勤 
人 

  

常 勤 
人 

  
看護職員 

非常勤 
人 

人 

  

常 勤 
人 

  
計画作成担当 

非常勤 
人 

人   

常 勤 
人 －   

機能訓練指導員 
非常勤 

人 －   

常 勤 
人 －   

その他職員 
（職種：   ） 

非常勤 
人 －   

常 勤 
人 －   

その他職員 
（職種：   ） 

非常勤 
人 －   

常 勤 
人 －   

その他職員 
（職種：   ） 

非常勤 
人 －   

＊ 非常勤は常勤換算の人数を記入してください。 

＊ 兼務の職種については、兼務有りの場合に記入してください。 
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